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令和３年３月１９日更新 
 

富山県中小企業リバイバル補助金Ｑ＆Ａ 
 
目次 
 
【申請受付について】・・・Ｐ４～ 

Ｑ１－１ 「内容審査のうえ、先着順に受付」とありますが、内容審査はどのよ
うな審査ですか。 

 
Ｑ１－２ オンライン申請と郵送申請で、必要書類は異なりますか。 

 
Ｑ１－３ 郵送申請にあたり、募集開始前に発送してもよいですか。 

 
Ｑ１－４ 第１次募集で不採択となった場合、第２次募集への申請は可能ですか。 

 
Ｑ１－５ 令和２年度に実施した「富山県地域企業再起支援事業費補助金」の 
採択事業者も申請可能ですか。 

 
Ｑ１－６ 全体の予算額はいくらですか。また、第１次募集、第２次募集の予算
配分は決まっていますか。 

 
Ｑ１－７ 採択倍率はどのくらいになりますか。 
 
Ｑ１－８ 通常枠と特別枠の両方に申請することはできますか。 

 
【補助対象者について】・・・Ｐ５～ 

Ｑ２－１ 売上の減少が必要とのことですが、具体的にどれぐらい減少している
ことが必要ですか。 

 
Ｑ２－２ 新しく創業した事業者でも、補助対象となりますか。 

 
Ｑ２－３ 一般財団法人、社会福祉法人、学校法人や各種組合、複数の者で作っ
た団体(任意団体)などは補助対象者として認められますか。 

 
Ｑ２－４ 補助対象外となる性風俗営業等事業者とは、どのような事業者ですか。 

 
Ｑ２－５ 県外に本社を置き、県内に支店がある事業者は対象となりますか。 

 
Ｑ２－６ 第三セクター（自治体等の資本有等）は対象となりますか。 

 
Ｑ２－７ 社会福祉法人、財団法人、社団法人は対象となりますか。 

 
 
【特別枠について】・・・Ｐ５～ 
  Ｑ３－１ 特別枠の採択基準などはありますか。 
   
  Ｑ３－２ 企業間連携「ワンチームとやま枠」に申請するにあたって、中小企業

と小規模企業の連携の場合、補助率は 3/4と 4/5のどちらになりますか。 
 
Ｑ３－３ 企業間連携「ワンチームとやま」枠では、大企業との連携も対象とな
りますか。 

 
Ｑ３－４ 業態転換・事業承継枠の申請要件などはありますか。 

 
Ｑ３－５ 業態転換・事業承継枠では、事業承継にあたって発生する設備の処分
費用も対象となりますか。 
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Ｑ３－６ 個人事業主である親から子への代替わりについても、業態転換・事業
承継枠の対象になりますか。 

 
Ｑ３－７ 企業間連携「ワンチームとやま」枠では、代表者が同じ企業２社を含
む連携も対象となりますか。 

 
 

【補助対象事業について】・・・Ｐ６～ 
Ｑ４－１ ２月 10 日以降に実施した事業が対象とのことですが、２月９日に見
積りを行い２月 11 日に購入費用を支払った備品の購入費用は補助対象になり
ますか。 

 
Ｑ４－２ ２月 10 日以降に実施し、３月 10 日（水）（申請受付開始日）までに、
支払い済みの経費は補助対象経費となりますか。対象となる場合、その経費は
県内事業者に発注したものでなければなりませんか。 

 
Ｑ４－３ 同じ事業について、国や県の他の補助金を活用している事業は申請で
きますか。 

 
Ｑ４－４ 募集要領に記載されている「チャレンジファンド」との事業費や内容
の棲み分けは、具体的にどうすればよいですか。 

 
Ｑ４－５ 県が主催するイベント等への出展料は補助対象ですか。 

 
Ｑ４－６ 補助対象経費や補助金申請額は必ず税抜でなければなりませんか。 

 
Ｑ４－７ 複数者からの見積りは必須ですか。また、押印付が必須ですか？ 

 
Ｑ４－８ 設備・備品の導入、工事の発注について、県外事業者への発注でも認
められる場合はありますか。 

 
Ｑ４－９ 机や棚、食器などの備品も対象となりますか。 

 
Ｑ４－10 保証料（購入店舗で追加料金を支払い保証期間の延長をする場合）は
対象となりますか。 

 
Ｑ４－11 県外に本社がある例えば家電量販店などの県内店舗への発注は認め 
られますか。 

  
Ｑ４－12 ＥＣモール出店登録料とはどのような経費ですか。 

 
Ｑ４－13 個室にするための間仕切り工事は対象となりますか。 
 
Ｑ４－14 広告宣伝費はどのようなものが対象となりますか。 

 
Ｑ４－15 パソコンの購入費用やリース費用は対象となりますか。 

 
Ｑ４－16 マスクや消毒液などの感染症対策に係る消耗品は対象となりますか。 

 
Ｑ４－17 空気清浄機機能付きエアコンの購入は助成の対象となりますか。 

 
Ｑ４－18 ホテル、旅館等宿泊施設の、宿泊者のみが利用する食事提供施設（朝
食会場、宴会場等）の設備の整備をする場合は対象となりますか。 
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Ｑ４－19 企業内の食堂（社員食堂）において、従業員の感染防止の視点から設
備の整備をする場合は、助成の対象となりますか。 

 
Ｑ４－20 補助対象外経費に人件費とありますが、事業の実施にあたって臨時雇
用した場合の人件費は対象になりますか。 

Ｑ４－21 人材派遣に係る紹介手数料や、事業実施のための専門家への相談料や
コンサルタント費用等は対象となりますか。 

 
Ｑ４－22 中古商品は対象経費として例外なく認められないのでしょうか。 

 
Ｑ４－23 駐車場の整備は補助対象経費になりますか。 

 
Ｑ４－24 新商品開発は新型コロナウイルス感染症対策のものである必要があ 
りますか、また自社にとっての新商品であればよいですか。 

 
Ｑ４－25 補助対象経費としての車両導入はキッチンカーのみが対象ですか。 
 
Ｑ４－26 建設現場における熱中症対策のための特殊作業服等は補助対象経費と
なりますか 

 
Ｑ４－27 PC（タブレット）は原則、テレワーク用（営業用含）のみ対象とのこ
とだが、DXを進めるためのクラウド活用に伴うサーバー機導入の際には、サー
バー機は補助対象経費になりますか。 

 
【申請書類について】・・・Ｐ11～ 

Ｑ５－１ 法人番号が分からない場合はどうしたらよいですか。 
 
Ｑ５－２ 確定申告書を郵送または電子申告等しているため、税務署の受付印や
受信通知を受けていません。この確定申告書は提出書類として足りますか。 

 
Ｑ５－３ 月間事業収入がわかるものとは具体的にどのようなものですか。 

 
Ｑ５－４ 営業許可証がなくなった。店に提示している許可標の写真ではだめで
すか。 

 
Ｑ５－５ 営業許可証が先代の名義や、妻の名義となっており、申請者と違いま
すがよいですか。 

 
Ｑ５－６ 本人確認書類は１種類でよいのでしょうか。 

 
Ｑ５－７ 本人確認書類は身体障害者手帳の写しでもよいでしょうか。 

 
Ｑ５－８ 申請書や誓約書には押印が必要ですか。 

 
Ｑ５－９ 設備、備品の導入、工事の発注について、県内事業者に発注する際の
複数事業者からの見積りについては、少額であっても必要ですか。 

 
Ｑ５－10 上記見積り書はいつ提出すればよいですか。 

 
Ｑ５－11 飲食業は営業許可証（写）の提出は必須条件ですが、ほかの業界（建
設業とか不動産業とか塗装業等）は不要ですか。 
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【補助金の支払いについて】・・・Ｐ12～ 
Ｑ６－１ 概算払いが認められるのはどんな場合ですか。 

 
Ｑ６－２ 事業完了後、補助対象経費（税抜）が３０万円を下回った場合はどう
なりますか（通常枠の場合）。 

 
【その他】・・・Ｐ12～ 

Ｑ７－１ 事業で整備した設備や購入した備品などの取得財産は、いつまで保存
しておく必要がありますか。 

 
Ｑ７－２ 支払い関係書類（請求書等）はいつまで保管する必要がありますか。 

 
Ｑ７－３ 実績報告時に提出する写真はどのようなものを撮影すればよいです 
か。 

Ｑ７－４ オンライン申請の場合、実績報告もオンラインで可能ですか。 
 
Ｑ７－５ 補助対象品の購入の際のレシートの扱い（支出証拠書類として）につ 

いて。 
 

 
【申請受付について】 
Ｑ１－１ 「内容審査のうえ、先着順に受付」とありますが、内容審査はどのような
審査ですか。 

Ａ 内容審査は、申請書類に不備がなく形式上整っているかに加え、事業内容が適切
か、具体的で実現性が高いか、事業効果が大きいかなどについて審査します。特に
事業効果については、技術面（取組み内容の革新性、優位性）、事業化面（市場ニー
ズの有無、費用対効果）、政策面（地域経済への波及効果）といった視点で審査し、
効果が大きいものから優先的に採択とします。このため、事業内容を精査のうえ申
請してください。 
申請状況によって募集期間中であっても受付を終了することがありますので、ご

了承ください。ただし、申請書に不備等があった場合は、受付期間内に再度提出い
ただく必要がありますのでご注意ください。 

 
Ｑ１－２ オンライン申請と郵送申請で、必要書類は異なりますか。 
Ａ 同じです。ただし、オンライン申請の場合は、交付申請書（様式第１号）を申請
フォームにて必要事項を入力いただくことになります。それ以外の関係書類につい
ては、申請フォームに PDFファイル（又は zipファイル）にて添付し申請いただき
ます。 

 
Ｑ１－３ 郵送申請にあたり、募集開始前に発送してもよいですか。 
Ａ 募集開始日の３月 10日（水）以降の消印（発送）のものとします。よって、３月
10日（水）より前に郵送されたもの（３月９日（火）以前の消印のもの）や、持参
やポストへの投函など郵送以外の方法で提出されたものは対象外となりますので
ご注意ください。 

 
Ｑ１－４ 第１次募集で不採択となった場合、第２次募集への申請は可能ですか。 
Ａ 可能です。第１次募集で不採択となった場合は、事業内容を再度ご検討、見直し
いただいたうえで、第２次募集に申請が可能です。 

 
Ｑ１－５ 令和２年度に実施した「富山県地域企業再起支援事業費補助金」（以下「再
起支援補助金」という。）の採択事業者も申請可能ですか。 

Ａ 申請可能ですが、同補助金で採択された事業と同様、又は類似した事業での申請
である場合は、採択の優先度が低くなりますのでご了承ください。 
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Ｑ１－６ 全体の予算額はいくらですか。また、第１次募集、第２次募集の予算配分
は決まっていますか。 

Ａ 本事業の予算額は１５億円となっています。申請状況を見つつ、必要な予算枠を
確保したうえで柔軟に配分を行う予定ですが、第 1次募集では、通常枠で 900件～
1,000件程度、特別枠で 150件～200件程度を目安に募集する予定です。 

 
Ｑ１－７ 採択倍率はどのくらいになりますか。 
Ａ 申請状況によって変化しますが、再起支援補助金については、約２倍の倍率とな
りました。１次募集で不採択となった場合は、事業内容を再度ご検討、見直しいた
だいたうえで、２次募集に申請が可能です。 

 
Ｑ１－８ 通常枠と特別枠の両方に申請することはできますか。 
Ａ できません。１事業者について１回限りであり、どちらかを選択して申請してく
ださい。ただし、「ワンチームとやま」枠において企業間連携の代表でない事業者に
ついては、同枠での申請と異なる事業内容であれば、通常枠への申請も可能です。   

 
 
【補助対象者について】 
Ｑ２－１ 売上の減少が必要とのことですが、具体的にどれぐらい減少していること
が必要ですか。 

Ａ 少しでも売上が減少していれば対象となります。具体的には、様式第１号の４「売
上減少確認書」に記載いただく、直近６か月のうち、任意の３か月の合計売上高が、
コロナ以前（令和元年度）の同３か月の合計売上高と比較して減少していることが
要件となります。※募集要領Ｐ４参照 

 
Ｑ２－２ 新しく創業した事業者でも、補助対象となりますか。 
Ａ 対象となりません。創業後間もない、又は創業を予定されている方については、
当機構において、別途補助制度を実施しておりますので、活用を希望される場合は
お問合せください。 

 
Ｑ２－３ 一般財団法人、社会福祉法人、学校法人や各種組合、複数の者で作った団
体(任意団体)などは補助対象となりますか。 

Ａ なりません。補助対象者については、①中小企業者又は小規模企業者、②ＮＰＯ
法人、②医療法人を対象としています。詳細は、募集要領Ｐ４「対象事業者の範囲」
を確認ください。 
※①に該当するかは、中小企業庁のホームページ 
FAQ「https://www.chusho.meti.go.jp/faq/faq/faq01_teigi.htm」を参照 
なお、個人事業主やフリーランスは、中小企業者又は小規模企業者のいずれか
に該当します。 

  
Ｑ２－４ 補助対象外となる性風俗営業等事業者とは、どのような事業者ですか。 
Ａ 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和 23 年法律第 122 号）
第２条第５項に規定する性風俗関連特殊営業並びにそれらに類似する業種を営む
者です。 

 
Ｑ２－５ 県外に本社を置き、県内に支店がある事業者は対象となりますか。 
Ａ 県内に主たる事務所、事業所がある必要があり、対象となりません。ただし、特
別枠の企業間連携「ワンチームとやま」については、県内事業者が中心となる連携
事業であれば、県外企業との連携も対象とします。また、大企業との連携も可能で
す。 

 
Ｑ２－６ 第三セクター（自治体等の資本有等）は対象となりますか。 
Ａ 対象となります。（資本構成の中に自治体等、中小企業者以外が入っていても対
象となります） 

 
Ｑ２－７ 社会福祉法人、財団法人、社団法人は対象となりますか。 
Ａ 原則、対象外ですが、医業を主たる事業とする上記法人は対象となります。（医療
法人も対象となります） 

https://www.chusho.meti.go.jp/faq/faq/faq01_teigi.htm
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【特別枠について】 

Ｑ３－１ 特別枠の採択基準などはありますか。 

Ａ 特別枠は、通常枠より補助率や上限額を高く設定しています。このため、通常枠
と比較し、優れた事業提案を採択します。 

  効果的な事業であり大きな経済波及効果が見込まれる、又は、独自性があり、先
駆的、革新的であるなど、地域経済を牽引するモデルとして期待できる事業を優先
的に採択します。 

 
Ｑ３－２ 企業間連携「ワンチームとやま枠」に申請するにあたって、中小企業と小
規模企業の連携の場合、補助率は 3/4と 4/5のどちらになりますか。 

Ａ 連携事業者の事業者区分（中小企業者、小規模企業者）の構成割合により決定し
ます。同数の場合は、代表事業者の事業者区分の補助率を適用します。 
（例）中小企業３者、小規模企業２者の場合 → 中小企業者として申請 

同数の場合は、申請を行う、事業の中心となる代表事業者が事業者区分 
（中小企業者又は小規模企業者）により判断します。 

  なお、事業期間中に連携事業者数の変更等があった場合、内容によっては、補助
率の変更や、交付決定の取り消しとなることがあります（中小企業と小規模企業者
の構成割合に変更がある場合や、連携を取り止めた場合など）。 

 
Ｑ３－３ 企業間連携「ワンチームとやま」枠では、大企業との連携も対象となりま
すか。 

Ａ 大企業との連携も可能ですが、大企業が負担する経費については補助対象外とし
ます。この場合、補助率は、大企業を中小企業としてカウントし決定します。 
また、大企業以外でも、学校法人や農事組合等など、中小企業・小規模企業者以

外の事業者が連携に入ることは可能ですが、中小企業者・小規模企業者以外が支払
う経費については補助対象外となります。 

 
Ｑ３－４ 業態転換・事業承継枠の申請要件などはありますか。 
Ａ 事業内容が次のいずれかに該当する事業が対象となります。 
（１）業態転換等を伴う事業 

業態転換等による事業構成の見直し、再構築を図る補助事業の実施により、 
売上高全体に占める補助事業が含まれる事業分野※の構成比が、事業実施前 

と比較し将来的（３～５年以内）に 20ポイント程度増加すると見込まれること。 
   ※商品やサービスごとにある程度のまとまりをもって分野別に分類したもの

（決算報告書上の事業部門別や地域別等の情報区分） 
 
（２）事業承継※１を契機に取り組む意欲的な事業 

承継事業者が事業承継を契機に取り組む新商品・サービスの開発や販路開拓 
等の意欲的な事業※２で次の要件ア及びイを満たすもの 

 
※１被継者から経営資源の全部又は一部を承継すること 
※２事業承継に関連した手続きや資産算定・評価等も補助対象となるが 

意欲的な事業が必須 
 

ア 現在、事業承継に向けて取り組んでいる、又は、これを機に事業
承継 に着手するものであり、かつ、令和３年 12月 24日（金）ま
でに承継が完了（完了見込みを含む。）する、又は、将来的（２年以
内）に完了する見込みであること 

 
イ 経営実態がない事業者からの承継やグループ企業等（資本関係を
有する親会社や子会社、これらに相当する関係にある事業者等）か
らの承継ではないこと 

 
（３）事業承継の時期について 

事業承継枠については、事業承継中、或いはこれから事業承継を予定して
いる事業が対象であり、令和３年２月１０日以前に事業承継が完了している
事業は対象となりません。 
しかし、通常枠で申請できる可能性があります。（例えば承継元から完全

に引き継いでいるような場合（社名が変わって事業はそのままというような、
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事業に継続性が見られる場合）は、承継元の確定申告や決算書を売上減少を
確認するための添付書類として提出できる場合は通常枠での申請可） 
 

 
Ｑ３－５ 業態転換・事業承継枠について、事業承継にあたって発生する設備の処分
費用も補助対象となりますか。 

Ａ 対象となります。ただし、事業承継を契機に取り組む新商品・サービスの開発、
提供や販路開拓等の意欲的な事業の実施が必須です。承事業承継に関連した手続き
や資産算定・評価、処分費用等のみの場合は対象となりません。 
※詳細は募集要領Ｐ８を参照ください。 

 
Ｑ３－６ 個人事業主である親から子への代替わりについても、業態転換・事業承継
枠の対象になりますか。 

Ａ 対象となりますが、意欲的な事業（親の代では取り組んでいなかったような事業
など）の実施が必須です。この場合、売上高減少確認書に記載する売上高は、親の
代における売上高になります。 

 
Ｑ３－７ 企業間連携「ワンチームとやま」枠では、代表者が同じ企業２社を含む連
携も対象となりますか。 

Ａ 対象となりません。グループ企業も対象となりません。また、資本関係上でも連
携参加企業の資本が 50％以上入っている企業は連携には入れません。 

 
 
【補助対象事業について】 

Ｑ４－１ ２月 10 日以降に実施した事業が対象とのことですが、２月９日に見積り
を行い２月 11日に購入費用を支払った備品の購入費用は補助対象になりますか。 

Ａ 対象になりません。２月 10 日～12 月 24 日の補助対象期間内に支出しているだ
けでなく、見積りの行為についても２月 10 日以降である必要があります。なお、
申請時には見積書を添付いただく必要があり、実績報告時には補助対象期間に支出
していることがわかる領収書などの提出が必要となります。 

 
Ｑ４－２ ２月 10 日以降に実施し、３月 10 日（水）（申請受付開始日）までに、支
払い済みの経費は補助対象経費となりますか。対象となる場合、その経費は県内事
業者に発注したものでなければなりませんか。 

Ａ 補助対象経費として認められます。この場合でも、原則として県内事業者に発注
したものでなければ補助対象経費として認められません。（Ｑ＆Ａ４－７の場合を
除く。） 

 
Ｑ４－３ 同じ事業について、国や県の他の補助金を活用している事業は申請できま
すか。 

Ａ この補助金は、国や県等の他の補助金も活用し、補助金の二重交付となる場合は
活用できません。ただし、当機構が実施する「とやま中小企業チャレンジファンド
助成事業」（以下「チャレンジファンド」という。）の各助成事業については、補助
対象となる施設整備等が同一でなければ同時に活用できます。詳しくは募集要領を
ご確認ください。 
※国の「事業再構築補助金」についても、同時に活用できません。 

 
 
 
 
 
 

Ｑ４－４ 募集要領に記載されている「チャレンジファンド」との事業費や内容の棲
み分けは、具体的にどうすればよいですか。 

Ａ 事業の実施にあたって、事業費をそれぞれ明確に区分し、別々の事業として管理
してください。また、請求書等の経理を分けてください。 

補助金の二重交付とは・・・ 
各補助金で定められている補助率を上回って補助金が交付され、事業者負担部分が減少してい
る状況を指します。（例：補助率２／３の場合、事業者負担は１／３、この額が減少する場合は、
別の補助金と二重に交付されていることとなり、同時に活用できません。 
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150万円(税抜)補助率２／３ 150万円(税抜)補助率１／２ 

補助対象事業費 

250万円(税抜) 

なお、請求額を区分できない場合は金額の内訳を追記するなど、経費を明確に分
割して記載してください。（例：請求額 100万円のうち、中小企業リバイバル補助金
の補助対象経費は 50万円 等） 
 

（参考図） 

Ａ：中小企業リバイバル補助金 

 

 
30 万円(税抜) 

（Ａ中小企業リバイバル補助金） 
15 万円（税抜） 
(事業者負担) 

 

Ｃ：Ａ＋Ｂチャレンジファンド(販路開拓挑戦応援事業助成金） 

 

 

 
30 万円(中小企
業リバイバル補
助金) 

事業
者負
担分 

50 万円(Ｂチャレンジフ
ァンド(販路開拓挑戦応
援事業助成金(国外))) 

100万円(事業者負担) 

 

 

Ａ、Ｂについて、事業費を棲み分け、重複していなければ、補助金の二重交付に

ならないため、同時に活用可能 

 

Ｄ＋Ｅ：一つの生産設備（税抜 250万円以上）の導入について、 

Ｄ中小企業リバイバル補助金とＥチャレンジファンドを活用する場合 

 

 

 

 

 

100 万円(Ｄ中小企業リバイ
バル補助金) 

50 万円 
（事業者負担分） 

50 万円(Ｅチャレン
ジファンド(地域資
源活用事業)) 

50 万円 
(事業者負担) 

 

 
  Ｄ、Ｅそれぞれの補助金において事業者負担が減少していないため、二重交付と
ならない。 

 
例えば、３Ｄプリンタ（仮に「３ＤプリンタＡ」とします。）を整備するにあたっ

て、「チャレンジファンド」を活用したとします。この「３ＤプリンタＡ」の経費に
対して「中小企業リバイバル補助金」を活用することはできません。ただし、「チャ
レンジファンド」を活用していない別の「３ＤプリンタＢ」を整備する場合に、経
理を分けることで、「３ＤプリンタＢ」に対しては「中小企業リバイバル補助金」を
活用することができます。 

 
Ｑ４－５ 県が主催するイベント等への出展料は補助対象ですか。 

Ａ 県が主催するイベントや展示会などの催事への出展料は対象となりません。 
 

150万円(税抜) 

195万円(税抜) 

45万円(税抜) 

Ｂ：チャレンジファンド(販路開拓挑戦応援事業助成金(国外)) 
事業費(税抜)   150万円 
補助金(1/3)(税抜) 50 万円 事業者負担(2/3)(税抜) 100 万円 

Ａ：「中小企業リバイバル補助金」 
事業費(税抜)        45万円 
補助金(中小企業:2/3)(税抜) 30万円 
事業者負担(1/3)(税抜)    15万円 

Ｄ：中小企業リバイバル補助金 
事業費(税抜)   150万円 
補助金(2/3)(税抜)100万円 事業者負担(1/3)(税抜) 50万円 
Ｅ：チャレンジファンド(地域資源活用事業) 
事業費(税抜)   100万円 
補助金(1/2)(税抜) 50万円 事業者負担(1/2)(税抜) 100万円 



9 

 

Ｑ４－６ 補助対象経費や補助金申請額は必ず税抜でなければなりませんか。 

Ａ 必ず「消費税及び地方消費税額」を除いた税抜額で記載してください※。 
  通常枠の場合、補助金の下限が税抜３０万円であるため、補助対象経費について
は、中小企業者の場合は税抜４５万円以上、小規模企業者は税抜４０万円以上であ
る必要があります。これらを下回る場合は補助金が交付されませんのでご注意くだ
さい。（税込で計算すると中小企業者は税込４９．５万円以上、小規模企業者（個人
事業主及びフリーランス含む）は税込４４万円以上の事業であることが必要）また、
補助金の交付決定後、補助対象事業費が３０％以上変動する場合は、変更申請が必
要となりますので、精査のうえ提出してください。 

 
※ 補助金については、事業者の収入として消費税法上不課税（課税対象外）取
引に該当し、確定申告の際に補助事業における仕入に課される「消費税及び地
方消費税額」について、その控除税額の還付を受けることも可能となります。
この場合、実質的に補助金の二重交付となるため、この補助事業では、仕入に
課される「消費税及び地方消費税額」を含む補助事業において課される全ての
「消費税及び地方消費税額」を補助対象外経費として扱うこととします。 

 

Ｑ４－７ 複数者からの見積りは必須ですか。また、押印付が必須ですか？ 

Ａ 発注（委託）先の選定にあたっては、金額の多寡にかかわらず、１件の発注（委
託）ごとに、見積り徴取を行ってください。この場合、経済性の観点から、原則と
して、複数者から見積りを徴取してください（１０万円以下の備品は１社からの見
積書だけでも可（ただし、モバイルＰＣ又はタブレット端末など汎用性が高い備品
の場合は、10 万円未満でも複数事業者からの見積りが必要）。ただし、発注する事
業内容の性質上、複数者からの見積りが困難な場合、該当する事業者１社から見積
り聴取を行い契約先とすることができます。この場合、その理由を明記した書類（任
意様式）の提出が必要です。 

  押印付については原則、必須です。しかし、展示会出展等に係る見積書は、展示
会事務局が発行しているチラシ（小間代等金額の記載入）等でも代用可能です。 

Ｑ４－８ 設備・備品の導入、工事の発注について、県外事業者への発注でも認めら
れる場合はありますか。 

Ａ 原則として認められません。ただし、事業実施にあたって、どうしても県外事業
者への発注が必要である場合に限り、「Ａ４－６の提出書類(任意様式)」を元にそ
の理由を審査し認められる場合があります。（例：ＷＥＢ広告など、県内外に広く発
信するための経費や県内では調達できない特殊な設備の購入費用など） 

  なお、この場合、審査の際に減点調整の対象となりますので、ご了承ください。 
 

Ｑ４－９ 机や棚、食器などの備品も対象となりますか。 

Ａ 売上向上や、環境改善など補助事業の実施に必要と認められるもので、原則とし
て県内の事業者から調達したものに限り対象となります（インターネット通販で購
入する場合も県内の事業者からの購入に限り可）。ただし、対象外となるものもあ
りますので、募集要領 17頁をご確認ください。 

 

Ｑ４－10 保証料（購入店舗で追加料金を支払い保証期間の延長をする場合）は対象
となりますか。 

Ａ 保証料は対象となりません。 
 

Ｑ４－11 県外に本社がある例えば家電量販店などの県内店舗への発注は認められ
ますか。 

Ａ 認められません。原則として県内事業者への発注が条件となりますので、地域の
家電等取扱事業者や県内の情報通信サービス事業者などに発注をお願いいたしま
す。 
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Ｑ４－12 ＥＣモール出店登録料とはどのような経費ですか。 

Ａ ＥＣモールにお店を出すにあたって発生する初期の登録料が対象となります。ま
た、毎月発生する基本料なども対象となります。ただし、実際の売上に応じて支払
うような経費は対象となりませんので、ご注意ください。 

 

Ｑ４－13 個室にするための間仕切り工事は対象となりますか。 

Ａ 補助事業の実施に必要な工事等については、原則として県内事業者に発注したも
のであれば対象とします。 

 

Ｑ４－14 広告宣伝費はどのようなものが対象となりますか。 

Ａ 新聞やフリーペーパー等への掲載、折込チラシのほか、テレビＣＭや 
ＷＥＢ広告の掲載など幅広く対象となります。単一の媒体のみを活用した事業も

申請いただけますが、他の申請事業と比較して、採択の優先度が低くなる可能性が
ありますので留意ください。 
なお、いずれの媒体を活用する場合においても、本補助金を受けた事業であるこ

とを広く周知するため、「富山県中小企業リバイバル補助金活用事業（令和○年○月
○日作成）」と明記ください。 

 

Ｑ４－15 パソコンの購入費用やリース費用は対象となりますか。 

Ａ 補助事業の実施に必要と認められれば、原則として県内事業者に発注したものに
限り、パソコンの購入費用やリース費用も対象となります。ただし、リース期間が、
補助対象期間である２月 10 日から 12 月 24日までの期間を超える場合は、２月 10
日から 12月 24日までの期間に係る費用のみを対象とし、年額等の場合は日割で計
算します。 

  なお、14インチより大きいパソコンを購入する場合は補助対象となりません。テ
レワークや営業活動に用いられるような 14 インチ以下のモバイルＰＣ、タブレッ
トについては、原則として県内事業者から調達したものであれば補助対象とします。 

 

Ｑ４－16 マスクや消毒液などの感染症対策に係る消耗品は対象となりますか。 

Ａ 対象となりません。ただし、医療現場や建設現場などにおいて使用する防護服や
熱中症対策のための作業服などは、事業を行ううえで必要と認められる場合に限り
対象となります。 

 

Ｑ４－17 空気清浄機機能付きエアコンの購入は助成の対象となりますか。 

Ａ 汎用性の高い生活家電等の購入については対象となりません。よって、空気清浄
機機能が付いたものであってもエアコンは対象外です。ただし、感染症対策のため
の換気システムの導入等は対象となります。 

 

Ｑ４－18 ホテル、旅館等宿泊施設の、宿泊者のみが利用する食事提供施設（朝食会
場、宴会場等）の設備の整備をする場合は対象となりますか。 

Ａ なります。  
   

Ｑ４－19 企業内の食堂（社員食堂）において、従業員の感染防止の視点から設備の
整備をする場合は、助成の対象となりますか。 

Ａ なります。 
 

Ｑ４－20 補助対象外経費に人件費とありますが、事業の実施にあたって臨時雇用し
た場合の人件費は対象になりますか。 

Ａ 事業の実施に必要な臨時雇用に係る人件費は対象となります。経費区分上は雑役
務費として整理してください。常時雇用される場合は対象となりません。 
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Ｑ４－21 人材派遣に係る紹介手数料や、事業実施のための専門家への相談料やコン
サルタント費用等は対象となりますか。 

Ａ 事業実施にあたって必要不可欠と認められるもの（事業に対するアドバイザーに
払う費用等）については、審査のうえ対象とします。人材派遣に係る紹介手数料に
ついては対象となりません。また、募集要領 17 頁にもあるとおり、税務申告書、
決算書等作成のために公認会計士等に払う費用や、訴訟等のための弁護士費用、補
助金交付申請書等の書類作成に係る費用は対象となりませんのでご注意ください。 

 

Ｑ４－22 中古商品は対象経費として例外なく認められないのでしょうか。 

Ａ 事業に必要であり、市場価格と比較して、価格設定が適正であると判断できるも
のについては、対象とします。 

 

Ｑ４－23 駐車場の整備は補助対象経費になりますか。 

Ａ 飲食店等で売上向上につながるものに限り、対象となります。ただし、土地の購
入経費は対象となりませんのでご注意ください。 

 

Ｑ４－24 新商品開発は新型コロナウイルス感染症対策のものである必要がありま
すか、また自社にとっての新商品であればよいですか。 

Ａ 新型コロナウイルス感染症対策のものである必要はありません（売上向上や業務
の効率化などでも可）。また、自社にとって新商品であれば補助対象経費となりま
す。 

 

Ｑ４－25 補助対象経費としての車両導入はキッチンカーのみが対象ですか。 

Ａ キッチンカー以外でも、特殊な設備が搭載される車両等は対象となります。例え
ば、クレーン付車両や高所作業車両等。 
 

Ｑ４－26 建設現場における熱中症対策のための特殊作業服等は補助対象経費とな
りますか。 

Ａ 補助対象経費となります。 
 
 

Ｑ４－27 PC（タブレット）は原則、テレワーク用（営業用含）のみ対象とのことだ
が、DXを進めるためのクラウド活用に伴うサーバー機導入の際には、サーバー機は
補助対象経費になりますか。 

Ａ サーバー機本体（ハード）は対象外ですが、中に組み込むサーバー用のソフトウ
ェアは対象経費となります。（ハードは汎用品（高機能 PC）であり、他用途での使用
が可能であるため対象外となります。） 
 
 
【申請書類について】 

Ｑ５－１ 法人番号が分からない場合はどうしたらよいですか。 

Ａ 法人番号は、国税庁のサイトで検索できます。 
（法人番号公表サイト「https://www.houjin-bangou.nta.go.jp/」） 

 

Ｑ５－２ 確定申告書を郵送または電子申告等しているため、税務署の受付印や受信
通知を受けていません。この確定申告書は提出書類として足りますか。 

Ａ 税務署の受付印・受信通知がなくても問題ありません。 
 

Ｑ５－３ 月間事業収入がわかるものとは具体的にどのようなものですか。 

https://www.houjin-bangou.nta.go.jp/
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Ａ 仕入帳簿、現金出納帳、商品有高帳等で、売り上げ減少確認書で報告する月の収
入状況がわかるものです。経理ソフトやエクセルのデータのほか、手書きの台帳の
コピーでも可とします。 

 

Ｑ５－４ 営業許可証がなくなった。店に提示している許可標の写真ではだめです
か。 

Ａ 今回の補助金は許可標の写真でも可とします。ただし、再発行の手続きはとって
ください。 

 

Ｑ５－５ 営業許可証が先代の名義や、妻の名義となっており、申請者と違いますが
よいですか。 

Ａ 今回の補助金はそれでも可とします。ただし、実態に則して名義変更の手続きを
とられるようお願いします。 

 

Ｑ５－６ 本人確認書類は１種類でよいのでしょうか。 

Ａ 運転免許証、パスポート等の 氏名、住所、生年月日が確認できる写真付の公的機
関が発行している証明 書類のいずれか１つで構いません。 

 

Ｑ５－７ 本人確認書類は身体障害者手帳の写しでもよいでしょうか。 

Ａ 写真、氏名、住所、生年月日が確認できる頁の写しを添付いただければ、身体障
害者手帳でもかまいません。 

 

Ｑ５－８ 申請書や誓約書には押印が必要ですか。 

Ａ 不要です。 
 

Ｑ５－９ 設備、備品の導入、工事の発注について、県内事業者に発注する際の複数
事業者からの見積りについては、少額であっても必要ですか。 

Ａ 10万円以上の場合に複数事業者からの見積りを行ってください。ただし、モバイ
ルＰＣ又はタブレット端末など汎用性が高い備品の場合は、10 万円未満でも複数
事業者から見積りを行ってください。１点あたり 10 万円未満であっても、複数導
入することで10万円以上となる場合は、複数事業者から見積りが必要となります。 

 
 

Ｑ５－10 上記見積り書はいつ提出すればよいですか。 

Ａ 申請時に収支計画書の添付書類として提出してください。 
 

Ｑ５－11 飲食業は営業許可証（写）の提出は必須条件ですが、ほかの業界（建設業
とか不動産業とか塗装業等）は不要ですか。 

Ａ それぞれの事業に許認可が必要な場合は、許認可等を取得していることがわかる
書類の写しが必用です。（個人事業主のみ：募集要領 P6の※6） 

 
 
【補助金の支払いについて】 

Ｑ６－１ 概算払いが認められるのはどんな場合ですか。 

Ｑ 事業実施にあたって、支出時期が明確であり、かつ差し迫っている場合について、
必要性を審査したうえ、１／２以内の概算払いを判断します。残額については事業
が完了した時点で、実績報告書を速やかにご提出いただければ、検査のうえ認めら
れたものについて、支払い手続きを進めることができますので、可能な限り速やか
に実績報告書の提出をお願いいたします。 

 

Ｑ６－２ 事業完了後、補助対象経費（税抜）が３０万円を下回った場合はどうなり
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ますか（通常枠の場合）。 

Ｑ 下限の３０万円を下回った場合は、補助金を交付できません。概算払いを受けて
いた場合は、その金額を返還していただくことになります。精査のうえ申請してく
ださい。 

 
【その他】 

Ｑ７－１ 事業で整備した設備や購入した備品などの取得財産は、いつまで保存して
おく必要がありますか。 

Ａ 取得財産等については、下記の処分制限期間において、取得財産等管理台帳を（様
式第７号）を整備保管するとともに、当該取得財産等に取得年度及び補助金の名称
を記載した標章を貼付して管理しなければなりません。 
ア 減価償却資産については、「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」（昭和
40年大蔵省令第 15号）に定める耐用年数又は補助事業の完了の日から 10年の
いずれか短い期間 

イ モバイルＰＣやタブレット端末など汎用性が高い備品等については、アの規
定にかかわらず事業が完了した日から５年 

 
※ 補助事業で作成、整備した成果物が電子媒体（ＨＰ、動画、テレビＣＭ等）
の場合は、当該電子媒体において、「富山県中小企業リバイバル補助金活用事業
（令和○年○月○日作成）」と表記ください。紙媒体（チラシ作成、広告掲載等）
の場合についても、同様に表記ください。 

 

Ｑ７－２ 支払い関係書類（請求書等）はいつまで保管する必要がありますか。 

Ａ 支払い関係書類等は、事業終了後５年間保存する必要があります。 
 

Ｑ７－３ 実績報告時に提出する写真はどのようなものを撮影すればよいですか。 

Ａ 事業で購入した備品の設置前後や、工事の前後の写真を提出してください。 
 その際、標章を貼った箇所が写真で確認できるようにしてください。 
 

Ｑ７－４ オンライン申請の場合、実績報告もオンラインで可能ですか。 

Ａ オンラインか郵送のいずれかを選択できます。オンラインでの実績報告の方法に
ついては、採択事業者に改めてご連絡いたします。 

 

Ｑ７－５ 補助対象品の購入の際のレシートの扱い（支出証拠書類として）について 

Ａ 少額の購入等における支出証拠書類としてのレシートは認めますが、レシートに
記載される購入品の内容が明確に分からない場合が多いため、レシートの場合は必
ずその内容を詳しく記載した別紙一覧表の提出を条件とします。 

 
 


